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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期
第３四半期
連結累計期間

第26期
第３四半期
連結累計期間

第25期
第３四半期
連結会計期間

第26期
第３四半期
連結会計期間

第25期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
10月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高（千円） 1,060,7911,225,823359,447 361,3011,484,958

経常利益（千円） 19,898 234,115 35,086 34,421 109,163

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
△6,133 144,572 21,385 22,300 146,806

純資産額（千円） － － 971,0721,237,9361,118,600

総資産額（千円） － － 1,349,6501,649,6711,467,493

１株当たり純資産額（円） － － 62,328.1379,456.8071,797.23

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△393.67 9,279.391,372.601,431.379,422.78

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 71.9 75.0 76.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
98,556 294,449 － － 114,061

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△18,340 11,328 － － △11,388

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△73,247 △23,105 － － △123,268

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 845,5801,100,688818,016

従業員数（人） － － 99 98 97

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．第25期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失であるため、第25期、第25期第３四半期連結会計期間、第26期第３四半期

連結累計期間及び第26期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有していないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

３【関係会社の状況】

　連結子会社であった株式会社コンプレオは、平成22年３月９日開催の当社取締役会において解散を決議し、平成22年

３月10日開催の株式会社コンプレオ株主総会における解散決議を経て清算手続きを行い、平成22年12月28日に清算結

了いたしました。これにより、当第３四半期連結会計期間末において、株式会社コンプレオは連結子会社でなくなりま

した。　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 98 （1）　 

（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、当第３四

半期連結会計期間の平均人員を（  ）外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 61 （1） 

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（  ）

外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの事業内容は、主としてソフトウェア製品の開発、販売及び保守の提供であることから、生産実績は

記載しておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、主にソフトウェア製品の開発、販売及び保守の事業を行っており、また、販売に付帯する受託開発

の割合も少ないため、受注実績は記載しておりません。

　 （3）販売実績

　　　　当第３四半期連結会計期間の販売実績を売上区分別に示すと、次のとおりであります。

売上区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）

ソフトウェア売上 142,361 94.2

メンテナンス売上 203,601 107.7

サービス売上 14,087 73.8

その他 1,251 474.0

合計 361,301 100.5

　（注）１．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本電気（株） － － 44,719 12.4

　　　　　（注）　前第３四半期連結会計期間の日本電気株式会社については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略し

ております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

（1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、足踏み状態の中で一部に持ち直しに向けた動きがみられたも

のの、失業率が高水準にある等依然として厳しい状況が続いておりました。

情報サービス産業におきましても、ビジネス向け受注ソフトウェアやソフトウェアプロダクトの売上高が前年同

四半期に比べ微減となっておりました。

この経営環境下、当第３四半期連結会計期間は、現下のIT投資動向に鑑み販売力を強化すべく、当社製品の主要適

用分野であるEDI関連業務での問題解決力の強化、製品やサービスの顧客価値の拡大を図るための新たなプロダク

トマーケティングへの着手等、営業体制の強化を引続き実施してまいりました。

他方、研究開発面では、顧客ニーズを充足するべく既存ソフトウェア製品の機能強化に加え、専門R&D組織の新設

による次期製品の開発体制の強化を実施してまいりました。

その結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、ソフトウェア売上及びサービス売上は前年同四半期を下回った

ものの、メンテナンス売上が前年同四半期を上回り、売上高は361百万円（前年同四半期比0.5％増）となりました。

利益面では、売上総利益は278百万円（前年同四半期比8.1％増）、売上総利益率は77.0％となっております。

また、販売費及び一般管理費が244百万円であったことにより、営業利益は34百万円（前年同四半期比2.9％減）、

経常利益は34百万円（前年同四半期比1.9％減）となり、税金等調整後の当第３四半期連結会計期間における四半

期純利益は22百万円（前年同四半期比4.3％増）となりました。

なお、当第３四半期連結会計期間で当社のサーバー系ソフトウェア製品は新たに233本を出荷し、累計出荷実績は

5,466本に至っております。

当社グループの事業は、データ交換系ミドルウェア等の企業の業務プロセスを支える基盤型ソフトウェア製品等

の開発・販売・保守及びこれらソフトウェア製品の導入や運用を支援するサービス等の提供を行う単一セグメン

トのソフトウェア関連事業であります。なお、売上区分別の状況は次のとおりであります。

①ソフトウェア売上

ソフトウェア売上におきましては、既存製品の機能強化や販売体制及び販売チャネルの強化、次期製品の開発強

化を図るべく専門R&D組織の新設等、販売基盤を整備しつつ、売上の拡大に努めてまいりました。その結果、主力製品

であるEDI系製品の売上は前年同四半期比で13.0％増加し、データ変換機能を提供するAny系製品の売上につきまし

ては前年同四半期比で204.4％の増加となったものの、その他製品は前年同四半期に対し概ね減少し、ソフトウェア

売上高全体では142百万円（前年同四半期比5.8％減）となりました。

②メンテナンス売上

メンテナンス売上は、当社ソフトウェア製品の導入にあたり保守契約を締結し、毎年一定の保守料金をいただき、

製品に関するサポートサービスを提供しております。従いまして、このメンテナンス売上は累計導入企業数の増加

と共に安定的な収益基盤となっております。

メンテナンス売上高は、継続した保守契約の推進活動等により、203百万円（前年同四半期比7.7％増）となりま

した。

③サービス売上他

サービス売上は、ソフトウェア製品の導入サービス、教育サービス等のサービスを提供するものですが、これらの

サービス提供は、ソフトウェア製品の販売に付帯して顧客要望に基づき発生するため変動要素があり、サービス売

上高は14百万円（前年同四半期比26.2％減）となりました。

その他売上は、ソフトウェア製品の販売に付帯する通信機器の仕入販売等であり、売上高は１百万円（前年同四

半期比374.0％増）となりました。
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 （2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同四半期末から255

百万円増加し1,100百万円となりました。なお、前連結会計年度末に比べ282百万円の増加となっております。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は164百万円（前年同四半期は100百万円の獲得）となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純利益38百万円、売上債権の減少86百万円、仕入債務の増加15百万円、前受金の増加55百万円、法人

税等の支払額40百万円があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動に使用した資金は２百万円（前年同四半期は８百万円の使用）となりました。内訳は、固定資産の取得

による支出２百万円となっています。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の大きな増減はありませんでした（前年同四半期も同様）。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は80百万円であります。なお、当第３四半

期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通しに重要な変更はありません。

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの当第３四半期連結会計期間末の財政状態（資本の財源及び資金の流動性について）の分析は、以

下のとおりであります。

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の資産の残高は、前連結会計年度末に比べ182百万円増加して1,649百万円となりま

した。これは主に、現金及び預金の増加282百万円、受取手形及び売掛金の減少75百万円、その他流動資産の増加11百

万円、投資その他の資産の減少32百万円によるものです。

（負債）

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ62百万円増加して411百万円となりました。これは主に、前受金の

増加77百万円、賞与引当金及び役員賞与引当金の増加43百万円、その他流動負債の減少76百万円によるものです。

（純資産）

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ119百万円増加して1,237百万円となりました。これは主に、利益

剰余金の増加121百万円によるものです。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　前四半期連結会計期間末において、計画中であった重要な設備の新設、除却等はありません。また、当第３四半期連

結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000

計 36,000

②【発行済株式】 

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 17,300 17,311

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 17,300 17,311 ─ ─

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　　　　平成18年３月30日開催の臨時株主総会特別決議（第１回新株予約権）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個）
1,325

 （注）４

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
 1,325

  （注）４

新株予約権の行使時の払込金額（円） 72,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年３月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　72,000

資本組入額　36,000

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する

ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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 （注）１．(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）のうち当社の取締役、監査役及び従

業員については、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にある

ことを要するものとする。ただし、任期満了による退任、満60歳未満での会社都合による退職、満60歳以

上での退職、業務上の疾病に起因する退職及び転籍その他正当な理由の存する場合は、地位喪失後６ヶ

月以内（ただし、権利行使期間内に限る）又は権利行使期間開始の日より６ヶ月以内のいずれかの期間

内に限り権利行使をなしうるものとする（満年齢は４月１日時点での年齢）。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、その相続人は新株予約権者の死亡後１年以内（ただし、権利行使期間

内に限る）に限り新株予約権を行使できるものとする。

(3）その他の行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数について

のみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、端株については端株原簿に記載し残余については

これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合又は当社が

完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に応

じ必要と認める株式数の調整を行うことができる。

３．本新株予約権発行後以下の各事由が生じたときは、以下の各算式により調整された行使価額に各新株予約権

の目的たる株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げる。

(1）当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2）当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及

び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合又は当社が時価を下回る価額

で自己株式を処分する場合（以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株

当たり払込金額は１株当たり処分価額と読み替えるものとする）。

 

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式の数を含まない。

４．平成18年３月30日の臨時株主総会決議において新株予約権の総数は上限を1,530個とする旨決議し、平成18

年４月20日の取締役会において発行する新株予約権の総数を1,530個と決議いたしました。

また、新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当者の退職により割当対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式数をそれぞれ控除した残数を記載しております。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 17,300 － 386,435 － 296,435

　（注）　平成23年１月１日から平成23年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が11株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ396千円増加しております。

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。  

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,720 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,580 15,580 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 17,300 － －

総株主の議決権 － 15,580 －

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社データ・

アプリケーション
東京都中央区日本橋

人形町一丁目３番８号
1,720 － 1,720 9.94

計 － 1,720 － 1,720 9.94
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 94,50070,20060,00073,00057,10085,00063,20090,000102,400

最低（円） 44,30046,00049,10050,00048,50048,00054,30058,70073,400

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22

年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,100,688 818,016

受取手形及び売掛金 124,051 199,223

その他 128,655 116,786

流動資産合計 1,353,395 1,134,026

固定資産

有形固定資産 ※
 22,624

※
 27,988

無形固定資産 25,524 25,159

投資その他の資産 248,127 280,318

固定資産合計 296,276 333,466

資産合計 1,649,671 1,467,493

負債の部

流動負債

買掛金 29,481 20,592

未払法人税等 54,998 45,803

前受金 220,272 142,543

賞与引当金 37,630 －

役員賞与引当金 6,101 －

その他 63,250 139,952

流動負債合計 411,734 348,892

負債合計 411,734 348,892

純資産の部

株主資本

資本金 386,435 386,435

資本剰余金 296,435 296,435

利益剰余金 685,865 564,663

自己株式 △125,536 △125,536

株主資本合計 1,243,199 1,121,996

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,262 △3,395

評価・換算差額等合計 △5,262 △3,395

純資産合計 1,237,936 1,118,600

負債純資産合計 1,649,671 1,467,493
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 1,060,791 1,225,823

売上原価 324,279 255,408

売上総利益 736,511 970,415

販売費及び一般管理費 ※1
 722,575

※
 739,354

営業利益 13,936 231,060

営業外収益

受取利息 198 196

受取配当金 598 901

補助金収入 5,771 1,800

その他 221 178

営業外収益合計 6,788 3,076

営業外費用

支払利息 796 －

その他 30 21

営業外費用合計 826 21

経常利益 19,898 234,115

特別利益

貸倒引当金戻入額 55 －

受取和解金 － 3,740

特別利益合計 55 3,740

特別損失

固定資産除却損 60 81

固定資産評価損 ※2
 7,694 －

特別損失合計 7,755 81

税金等調整前四半期純利益 12,198 237,773

法人税等 18,332 93,200

少数株主損益調整前四半期純利益 － 144,572

四半期純利益又は四半期純損失（△） △6,133 144,572
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 359,447 361,301

売上原価 101,950 83,017

売上総利益 257,496 278,283

販売費及び一般管理費 ※
 222,469

※
 244,276

営業利益 35,027 34,007

営業外収益

受取利息 12 12

受取配当金 276 322

その他 27 81

営業外収益合計 316 416

営業外費用

支払利息 193 －

為替差損 63 －

その他 － 2

営業外費用合計 257 2

経常利益 35,086 34,421

特別利益

受取和解金 － 3,740

特別利益合計 － 3,740

税金等調整前四半期純利益 35,086 38,161

法人税等 13,701 15,860

少数株主損益調整前四半期純利益 － 22,300

四半期純利益 21,385 22,300

EDINET提出書類

株式会社データ・アプリケーション(E05688)

四半期報告書

15/24



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 12,198 237,773

減価償却費 14,937 13,588

賞与引当金の増減額（△は減少） 48,636 37,630

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 7,384 6,101

貸倒引当金の増減額（△は減少） △55 －

受取利息及び受取配当金 △796 △1,098

支払利息 796 －

固定資産除却損 60 81

固定資産評価損 7,694 －

売上債権の増減額（△は増加） 79,625 75,172

その他の資産の増減額（△は増加） 2,920 3,619

仕入債務の増減額（△は減少） △15,955 8,888

未払金の増減額（△は減少） － △78,475

前受金の増減額（△は減少） 61,819 77,728

その他の負債の増減額（△は減少） △5,397 △464

小計 213,870 380,547

利息及び配当金の受取額 794 1,108

利息の支払額 △699 －

法人税等の支払額 △115,408 △87,205

営業活動によるキャッシュ・フロー 98,556 294,449

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 310 －

有形固定資産の取得による支出 △1,343 △935

無形固定資産の取得による支出 △17,307 △7,736

事業譲渡による収入 － 20,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,340 11,328

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △50,000 －

配当金の支払額 △23,247 △23,105

財務活動によるキャッシュ・フロー △73,247 △23,105

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,968 282,672

現金及び現金同等物の期首残高 838,611 818,016

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 845,580

※
 1,100,688
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　株式会社コンプレオは、当第３四半期連結会計期間末において清算結了し

たため、連結の範囲から除外しております。

（2）変更後の連結子会社の数

　２社　

２．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益への影響はありませ

ん。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未払金の増減額（△は減少）」は、前第３四半期連結累計期間は「その

他の負債の増減額（△は減少）」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しております。

なお、前第３四半期連結累計期間の「その他の負債の増減額（△は減少）」に含まれている「未払金の増減額（△は

減少）」は△2,477千円であります。　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、49,544千円でありま

す。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、44,590千円でありま

す。

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 256,399千円

賞与引当金繰入額 22,976千円

役員賞与引当金繰入額 7,384千円

給料手当 230,343千円

賞与引当金繰入額 19,922千円

役員賞与引当金繰入額 6,101千円

研究開発費 224,453千円

※２．固定資産評価損の内訳は次のとおりであります。 　＿＿＿＿＿

ソフトウェア評価損 7,694千円 　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 86,362千円

賞与引当金繰入額 7,759千円

役員賞与引当金繰入額 2,483千円

給料手当 75,746千円

賞与引当金繰入額 4,583千円

役員賞与引当金繰入額 2,033千円

研究開発費 80,308千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 845,580 

現金及び現金同等物   845,580 

 

（平成22年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,100,688 

現金及び現金同等物   1,100,688 
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　17,300株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　 1,720株

 

３．配当に関する事項

　配当金支払額

 
      決議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日

定時株主総会
 普通株式 23,370 1,500平成22年３月31日平成22年６月23日利益剰余金

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

当社グループは、業務用ソフトウェアの開発、販売及び保守の業務を行っており、単一のソフトウェア関連事

業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　当社及び連結子会社の海外売上高はないため、該当事項はありません。

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　当社グループは、ソフトウェア関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　　　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　　　　　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。
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（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　記載すべき事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　記載すべき事項はありません。

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　記載すべき事項はありません。

（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　当社グループは、当社及び連結子会社のオフィスの不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回

復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期限が明確でなく、現在のところ移転等も

予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資

産除去債務を計上しておりません。

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

記載すべき事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 79,456.80円 １株当たり純資産額 71,797.23円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 393.67円 １株当たり四半期純利益金額 9,279.39円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △6,133 144,572

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△6,133 144,572

期中平均株式数（株） 15,580 15,580

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 1,372.60円 １株当たり四半期純利益金額 1,431.37円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 21,385 22,300

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 21,385 22,300

期中平均株式数（株） 15,580 15,580

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社データ・アプリケーション(E05688)

四半期報告書

22/24



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

株式会社データ・アプリケーション

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 長澤　正浩　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 寺田　昭仁　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社データ・ア

プリケーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社データ・アプリケーション及び連結子会社の平成21年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

株式会社データ・アプリケーション

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長澤　正浩　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寺田　昭仁　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社データ・ア

プリケーションの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月

１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社データ・アプリケーション及び連結子会社の平成22年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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